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ドイツ・エアランゲン市と西宮市を事例とする市街地に 
おける太陽光発電設置の地理的要因の 
分析とそのポテンシャル評価 
－GIS による空間統計分析を用いて－ 
 
辻田 百合菜 
 
【修士論文概要書】 
 
1. 研究の背景 
近年、東日本大震災及び原発事故の発生によりエネルギー政策に大きな注目が集まっ
ている。特にエネルギー消費量の抑制と削減を前提とし、エネルギーの高効率化やクリー
ンな代替エネルギーの確保、エネルギー源の多様化や分散の重要性が認識されている。そ
の中で、2012 年 7 月には再生可能エネルギー固定価格買取制度が施行され、特に太陽光
発電の設置件数が大きく伸びている。また、他の再生可能エネルギーと比較して設置の制
約が少ないことから、その市街地への導入が期待されており、研究や実務での様々なシミ
ュレーションが行われてきた。一方、それらのシミュレーションは住宅屋上面積や日射状
況など物理的な供給ポテンシャルの把握に留まっており、現状の設置動向及びその要因に
ついては十分に明らかにはされていない。そこで本研究は、市街地での効果的な屋上設置
型太陽光発電の推進に資することを目的に、ドイツと日本の市街地を対象として太陽光発
電装置の設置動向を正確に記述するとともに、その設置要因を明らかにし、さらに将来の
動向を予測するためのモデルを構築し、設置のポテンシャルマップを作成する。 
 
2. 先行研究の調査 
 先行研究の調査においては「ドイツ 太陽光発電 要因」、「太陽光発電 土地利用」、
「太陽光発電  住宅 地域特性」のキーワードを基に日本語の文献を検索するととも
に、”photovoltaics installation Germany” のキーワードを基に英語の文献を調査した。そ
の結果、ドイツにおける太陽光発電の設置要因に関しては、ドイツ国内全体を対象とした
研究が多く、特定の一つの地域を取り上げ、その地域特性を鑑みて詳細な地理分布等を解
明する研究が不足している。再生可能エネルギーの導入は、国の政策と関わると同時に、
その土地の気候や地形はもちろん、市の歴史やまちの形成、人々の気質にも影響される。
その点から見ると、国の政策の動きを鑑みつつ、地域特性や建物用途ごとの太陽光発電の
設置動向を追跡する必要がある。また、日本の太陽光発電の設置に関しては、今日までに
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屋上の空間的ポテンシャルを踏まえたシミュレーションが行われている。しかし、補助金
制度や FIT 制度の開始に伴い、太陽光発電の設置件数も増加している現状の中、これまで
の設置動向及び地域特性を踏まえつつも新しい設置要因を想定したシミュレーションを行
う必要がある。これにより、より現実的な設置ポテンシャルを明らかにすることができる
と考える。 
そこで本研究では、それらの点に留意しつつ以下のような流れで研究を行う。 
（1）ソーラーシティと称されるドイツ・エアランゲン市を取り上げ、FIT 制度の改変が
太陽光発電市場にもたらした影響について、出力規模や建物用途ごとに分析する。また、
GIS を用いて太陽光発電設置箇所の分布を示し、設置が少ない旧市街地と設置が活発に行
われた新規開発地域を取り上げてそれぞれの特徴の差異を分析する。 
（2）スマートコミュニティを目指す兵庫県西宮市を取り上げ、航空写真より太陽光発電
装置の設置状況を目視で判定し、建物レベルで入力することにより様々な統計的分析を行
う。特に、a.建物面積や道路幅員、用途地域、区画開発数などの地域状況、b.人口、世帯
数、高齢化率、就業状況などの社会状況に関するデータを用い、多変量解析および機械学
習の手法により町丁目単位で分析を行う。 
これらの分析を行うことで、今後設置が期待される地区を特定することが可能となり、
より効果的な市街地への屋上設置型太陽光発電の推進に向けた提案が可能になる。 
 
3. ドイツのエアランゲン市における太陽光発電設置動向とその要因分析結論 
本研究では、ドイツの太陽光発電の設置箇所の特徴とその影響要因について明らかに
するために、エアランゲン市を取り上げ、FIT 制度の改変が太陽光発電装置市場にもたら
した影響について、出力規模や建物用途ごとに分析を行った。また、GIS を用いて太陽光
発電設置箇所の分布を示し、設置が少ない旧市街地と活発に行われた新規開発地域を取り
上げてそれぞれの特徴の差異を分析した。さらに、公共施設や学校における設置の背景に
ついて、ヒアリング調査により明らかにした。以上の調査から得られた結論をまとめる。 
（1）エアランゲンにおける太陽光発電の設置について、FIT 価格の改変により、特に小
規模の装置の設置がかけこみ需要として促進されたと考えられる。一方、2012 年 4 月の
改変により価格の削減が毎月行われるようになると、大きなかけこみ需要は確認されず、
設置量も減少していった。このことから、FIT 価格の改正において、段階的に価格を下げ
るよりも、頻度を減らし、大きく下げる方が太陽光発電装置の設置を促すことがわかった。 
（2）太陽光発電設置の促進、抑制に関して、景観規制や FIT 制度に基づく設置箇所によ
る価格差・買取規制が旧市街地への設置抑制や、地面設置型システムの抑制に繋がったと
考えられる。一方、設置の促進が見られる地域の特徴として不動産会社による地域開発に
あわせて太陽光発電の設置が行われるケースが見られた。また、公共施設や学校への設置
は、地域の NGO がイニシアチブをとるケースが多く、市民がそれに投資することで地域
経済の活性化も期待される。 
以上のようにエアランゲンにおける太陽光発電設置については、FIT 制度及び自然保護
や景観規制、設置主体などがうまく連動して推進されてきたといえる。FIT 制度は、国に
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より規制や内容が異なるが、ドイツは設置箇所を制限したことが特徴的で、これにより無
秩序な設置が行われることを防いだと考えられる。 
 
4. 兵庫県西宮市を対象とした太陽光発電設置要因と予測モデルによる研究結論 
次に、兵庫県西宮市における太陽光発電の設置シミュレーションを行うため、その設
置要因を社会的・地理的観点から明らかにし、予測モデルを構築しポテンシャルマップを
作成した。さらに、交差検証法(K-fold 法)を用いて各分析手法におけるモデルの汎用性能
を評価した。以上の調査をもとに、結論をまとめる。 
 
（1）西宮市全体の太陽光発電の設置要因として町の開発や一戸建ての割合が大きな影響
を与えていることが明らかになった。その理由を経済、物理的な観点から考察すると、新
築住宅への工費の安さ、低金利ローンが組みやすいことが挙げられる。また、新築住宅で
は屋根の強度があること、建物を建設する際に設計に太陽光発電装置を組み込めることが、
太陽光発電の設置に繋がったと考えられる。 
一方で、工場や新築一戸建て以外の共同住宅・既存住宅については課題が残されてい
ると考えられる。共同住宅では入居者の承諾が困難であったり、一戸当たりの屋根面積が
小さい為、入居者に対するメリットが小さい。また、工場への設置に関しては、物理的に
屋根へ太陽光パネルを設置することが難しい可能性がある。しかし、工場立地法の改正な
ど、工場への設置を助長する動きもあり、今後の設置が期待される。 
 
（2）区域 A と区域 B では、特有の変数が効いており、区域 A では、商業用地の割合が高
い地域で設置されやすいことが明らかになった。これは、西宮北口駅南部・北東部では、
阪神淡路大震災を機に大規模な開発が行われているため、立て替えの際に太陽光発電が設
置されたことが、一つの要因として考えられる。一方で、区域 A で負の影響を与えてい
る変数として、道路面積率が挙げられる。これは、一戸建て世帯の割合が高い区域 A に
おいて、特に道路幅員が太陽光発電の設置に影響すると考えられる。 
また、区域 B では、持ち家に設置されやすいことが明らかになった。これは、区域 B
では借家の一つである公共住宅が多く、そこへの設置が進んでいない可能性が考えられる。
一方で、2011 年以降に設置が伸びた区域 B では、住宅購入時に太陽光発電を設置する傾
向にあると考えられる。区域 B で負の影響を与えている変数として、3 人以上世帯の割合
が挙げられる。その原因として、区域 B では設置が進まない借家にファミリー層が住ん
でいる可能性や、太陽光発電の設置は優先順位が低いと考えられる。 
 
（3）各分析手法において決定係数を比較すると、一般化線形モデルのが最も精度が高い
ことが分かった。また、ポテンシャルマップを作成した結果、9 つの地域において実測値
が予測値よりも小さいことが明らかになった。つまり、これらの地域では、屋根の強度か
ら設置が困難な場合や、日射量が十分に得られない場合、景観規制などの設置制約がある
可能性等が考えられる。一方、設置の条件が揃っているにもかかわらず設置が行われてい
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ない地域は、今後太陽光発電・補助金の広報を深めることで、比較的容易に設置を促進す
ることが可能だと考えられる。 
 
5. 今後の展望と提案 
以上のように、西宮市における太陽光発電設置の社会的・地理的要因としては、開発
が実施された区画数と一戸建ての割合によるところが大きい。最後に本節では、更に西宮
市のエネルギー自給率を高める為の提案をおこなう。提案の優先順位としては、①現在ポ
テンシャルのある地域へ設置すること、②設置に正の要因を与える変数を、高めた場合の
シミュレーション、③全地域に共通した課題を解決すること、④地域状況に応じた課題を
解決することとする。 
（1）ポテンシャルのある地域への設置 
先に太陽光発電設置の社会的・地理的要因を踏まえた予測モデルを構築したが、その
予測値が示す設置ポテンシャルが高い地域に設置を促進させることが、コストをかけずに
効率的に太陽光発電を設置する方法と考える。そこで、これらの場所を対象に年間発電量
の推定量を算出した結果、実績値では約 2191MWh であったが、予測モデルに基づいた場
合、約 3173 MWh となることが明らかになった。また、政策の優先順位を判断するため
に感度分析を行った結果、実行が比較的容易である「開発区画数が現段階でゼロの町丁目
において、1 つの区画で開発が行われたケース」では年間発電量が約 4,235 MWh、実現ま
でに長期間かかる「全ての町丁目において一戸建て率が 10%増加したケース」では、約
4,740MWh であることが明らかになった。2 つのケースで発電量の差が大きくないことか
ら、開発が行われていない地域において開発を進める方が、より短期間で効果的に太陽光
発電による発電量を増加させることができると考えられる。 
 
（2）地域全体と地域特性に応じた課題と提案 
全地域に共通した課題は、工場や共同住宅などの大規模施設への設置であり、区域 A
では道路面積が広い地域、区域 B では 3 人以上世帯の割合が高い地域への設置が課題で
ある。そこで、全地域において大規模建物への設置を促進するために、FIT 制度の買取価
格区分を変更することを提案したい。現在日本の買取価格の区分は、発電設備が 10kW 未
満かそれ以上で分けられているが、建物設置型と地面設置型に分けた上で、規模ごとに価
格設定をすることで、中・大規模施設への設置を促進することが可能になる。 
また、区域 A では、道路幅員を確保した開発を行うことや、建築基準法に沿いながら
も、太陽光発電が設置しやすい屋根の形状・方向をスタンダードにすることが期待される。 
更に、区域 B では、ファミリー層が簡単に出資できるシステム作りを提案したい。特
に、ファミリー層が容易に関わることが可能な場として、学校が挙げられるため、学校へ
の設置を行う際に、保護者に出資を呼びかけてはどうだろうかエアランゲン市のケースで
は、地域 NGO が市民を巻き込み出資を行っていたが、学校と市が先頭に立って保護者か
らの出資を呼びかけることにより、ファミリー層が少額から容易に出資することができる
だろう。 
